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会員ならびにユーザーの皆様、関係諸機関の皆様には、平素から当協会に対しまして、ご理解とご支援を

賜り厚く御礼申し上げます。

振り返りますと、1952年に日本電信電話公社（現NTT）が発足し、これに伴い1953年、ユーザー様の通信設

備の構築・運用・保守等のサービス提供のため、「全国ピー・ビー・エックス設備協会」が創立されました。

その後、いくつかの変遷を経ながら業界が発展する中で、1985年に電気通信事業法によって通信の自由化

が図られ、競争原理が導入されました。これにより、我々の能力はお客様の中で価値創造展開を進める時代

となりました。

今日、スマートフォンやクラウドをはじめとする情報通信の高度化・多様化は、顧客サービスにおける「ス

マ・クラ情報革新」ともいうべき状況を生み出しています。新たな情報ツールとその活用によって企業の活性

化、情報変革が目覚ましく進む時代となっています。

このほど、ICT業界に身を置いて、日々 、中小企業のICT活用促進に取り組んでおられるキーパーソンにお

集まりいただき、座談会を行いました。それぞれのお立場から、中小企業へのICT普及と活性化をどう進め

るべきか、そして行政支援との関係を模索し、相互の一体感をどう強めるべきか、またそこでITCAはどのよ

うな役割を担って行くべきなのかを語っていただきました。

立場は違えども、「日本経済を活性化させたい。その鍵は日本を支える中小企業のICT活用・情報化を促

進するところにある」という、一つの強い思いが表出し、またそこに集約されたと感じております。

この思いを胸に、本冊子が皆様のお手元に届き、少しでも中小企業のICT化・情報化とその活用に関する

理解を深めることができましたら、幸いに存じます。
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座談会

中小企業のICT化と情報通信設備協会の役割

中小企業を
元気にするICT
「中小企業の活性化なしに日本経済の発展はありえない」。

情報通信設備協会（ITCA）が

ICT（情報通信技術）の利活用を通して

中小企業を元気にする取り組みを始めた。

業界のキーパーソンに

中小企業のICT利活用の展望と課題を

語って頂いた。

座談会出席者

佐々木茂則氏（ITCA理事長・協立情報通信）
大輪堅一氏（ITCA理事・富士ネットシステムズ）
奥山進氏（NEC）
中村龍太氏（日本マイクロソフト）
日野和麻呂氏（オービックビジネスコンサルタント）
永野斉氏（NTTドコモ）
藤島信一郎氏（通信コンサルタント）

司会

月刊「テレコミュニケーション」編集長土谷宜弘

写真：野潟秀之
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いま日本では、ICTの教育を行っ

てはいますが、テクノロジーを学ぶこ

とに重点が置かれ、「ICTを活用して

経営に生かす」「ICTを道具として利

用することで、こんなことができる、

こんな効果が上がる」といったことは

一切教えていません。

中小企業のお客様を見ていても、

「ICTを経営に生かそう」とは言うも

のの、言葉だけで終わっています。

自分たちでその活用方法を見つける

ことができないからです。ICTで具

体的に何ができるのかということを

明確に提示してもらわないと、企業

として導入してよいのかどうかも分か

らない。「うちに合う具体的な提案を

持ってきてくれ」というのが現在の多

くの中小企業の経営者の実情だと思

います。

永野 中小企業のICT化推進への

問題点は5つあると思っています。

まず、どこに相談してよいのか分

からない、または相談先が近くにな

い。次に相談先になるべき人がいて

もICTの情報と導入効果の事例を十

分に持ち合わせていないため納得

できる説明ができない。3つめは初

期コストが高い、あるいは「高い気が

する」と中小企業経営者が思ってい

ること。4つめはランニングコストが高

い、あるいは「高い気がする」と、思

っていること。そして、過去にICT投

資を行ったがよい成果が出なかった

苦い経験があることです。

これらすべてにおいて、中小企業

が関係する業界や支援団体との連携

やフォロー体制が十分に確立されて

いないことが原因ではないでしょう

か。

藤島 私も同感です。そのことはデ

ータにも表れています。ある雑誌の

調査によると、中小企業の7割が経営

課題を抱えているのに、それを解決

するためのICT導入に未着手です。

その理由の1位は「対策が分からな

い」、2位は「相談先がない」、3位が

「自社にパソコンや通信回線に詳し

い人材がいない」という理由だそう

です。

つまり、「分からない」というのが中

小企業の本当の問題点であり、よい

アドバイザーと、悩みを解決する方

法が見つかれば、ICTの利活用は進

むと思います。

佐々木 大変、重要な指摘が出まし

たが、問題の1つとして、「情報通信

白書」や「中小企業白書」などでは、

ICTの利活用が国家成長の原動力

であり、中小企業に必要不可欠であ

るとありますが、実際のところなかな

か進んでおりません。ICTの活用に

関して国や行政として、その解決法

を示す必要性があります。その点、

ICTのアドバイザーという役割はとて

も大事な要素であるといえます。こ

の位置付けが認知されれば、解決の

方向性が見えてきます。そして、力の

ある若い人たちがアドバイザーを志

向することも増えてくるのではないで

しようか。

司会 ICTをよく知った相談先がな

い、よいアドバイザーが近くに居ない

という現状が大きな問題だと分かり

ました。大手ITベンダーはどうしても

大手企業に目を向けることになります

ので、何百万社もの中小企業が取り

残されているのが現状です。それが

また日本経済の低迷を招いている1

つの要因でもあると思います。

では、中小企業が積極的にICTを

活用できるようになるには、どのよう
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司会 統計によると日本企業は420

万社ですが、99.7％が中小企業だと

いわれます。日本企業の大半は実は

中小企業なのです。ここが元気にな

らないと、日本は発展しません。

このほど、情報通信設備協会

（ITCA）がICT（情報通信技術）利活

用をテコに中小企業の活性化に向

けて本格的に取り組むことを宣言し

ました。本日は、情報通信設備協会

責任者とICT業界のキーパーソン

に、中小企業を取り巻く環境とICT

の役割について分析して頂こうと思

います。

大輪 先般、国税局が発表した資料

を見ると、2010年度は276万社が確

定申告をしましたが、75％もの中小

企業が赤字でした。不況が続くなか

で苦しい経営を迫られているわけ

ですが、今後はますます淘汰の時代

に入らざるを得ないでしょう。

そうしたなかで企業活動を活発化

するICTの利活用が重要になってく

るのですが、中小企業のICT化は遅

れています。その理由を考えた時、

経営者のICTの役割に対する理解

度が不足しているのではないかと

思うのです。ICTとは何か。それが

どれだけ生産性向上や効率化をも

たらすのかということが、まだまだ

浸透していないのが現状だと思い

ます。

中村 企業の経営課題は、売上拡

大、新規開拓、コスト削減、業務効

率化、顧客満足度向上、商品力強化

など多岐にわたります。それぞれに

おいてICTは重要な役割を果たしま

す。なかでも中小企業は顧客に対し

てユニークで付加価値のあるサー

ビスを提供することが求められてお

り、そのためにはICTの活用が不可

欠です。

「ICT」の定義ですが、単なるIT

（情報技術）ではなく「C」つまり「コミ

ュニケーション」があることに大きな

意味があると思っています。付加価

値のあるサービスを顧客に提供して

いくには、社員の人間力が多岐にわ

たってコラボレーションする必要が

ありますが、そのためのコミュニケ

ーションツールとしてのICTがこの

課題を解決すると思います。

また、中小企業は各社それぞれに

強みがありますが、会社同士がコラ

ボレーションすることで新たなサー

ビスが生まれ、顧客に新しい価値を

提供できます。

ICTは、人と人をつないで新しい

価値を創造するツールとして必須の

ものなのです。

奥山 中小企業に共通の経営課題

は、人が圧倒的に足らない、つまり

人材不足への対応と、下がっている

利益率の向上だと思います。そこに

ICTという仕組みをどう使っていく

かを考えると、「ワークスタイルを変

える仕組みとしてのICT、クラウド」

ということがクローズアップされてき

ます。

中村さんのICTのCという指摘の

通り、単なる情報処理だけではなく、

情報と情報をつなぐところに価値が

生まれます。そこには、コラボレー

ションがあったり、情報共有があっ

たり、連絡が迅速になったりという

ような、さまざまなメリットが出てく

るのです。

佐々木 私は、中小企業の発展には

ICTは本当に不可欠な要素であると

痛感しています。しかし現状では、

ICTのハード、ソフトは揃っているも

のの、中小企業がそれらを活用でき

るようにするためのサービスというも

のが十分浸透していません。また、

どう活用すればよいのかということ

も、理解されるに至っていない状況

だと思います。

日野 どうICTを活用すればよいの

か中小企業が分からないということ

は、突き詰めれば「教育」という問題

に辿り着くと考えています。

ICTは中小企業のためになりますが
活用法が理解されていません

佐々木茂則（ささき・しげのり）氏
情報通信設備協会（ITCA）
理事長
協立情報通信
代表取締役

座談会

中小企業の活性化に
ICTは不可欠

クラウドでICT
導入不安を軽減

ICTの相談先が
分からない



な課題があり、どのようにそれをクリ

アすればよいのでしょうか。

奥山 中小企業にとって、一定コス

トの掛かるICTの導入に踏み切るこ

とは大変勇気のいることだと思いま

すので、その「怖さ」を軽減する仕組

みを考える必要があります。

その1つの解決方法として「クラウ

ド」が挙げられます。初期投資を抑

えながらクラウドで利用してみて効

果を試す。それができるのが、中小

企業のICT化におけるクラウドのメリ

ットでしょう。

日野 その通りだと思います。ただ、

現状では中小企業でのクラウドの利

用は進んでいません。当社の商談で

も、クラウドのニーズは上がってきて

いません。

クラウド化には、効率化やコストダ

ウンという側面と、新規システムへの

挑戦という側面があると思います。

コストダウンの観点だけだと、現状

では中小企業ではICTにあまりコス

トはかかっていませんので、現在の

業務で利用しているものをただクラ

ウドにするというだけでは、大きなメ

リットを享受することにはならないで

しょう。

しかし、中小企業がまだ取り組め

ていない部分に新たにチャレンジし

ていくという観点だと、クラウドは1つ

のチャンスになると思います。

例えば、当社が提供している販売

管理、製造管理、会計、人事・給与

などの基幹業務系は、どの企業でも

やることが明確ですから導入しても

失敗はあまりありません。しかし、

CRM（顧客関係管理）やSFA（営業

支援システム）などは導入に成功する

と経営に貢献しますが、大手企業で

も失敗事例はよく見かけるぐらいの

状況ですから、中小企業からみれば

良さそうだと思ってみてもリスクを考

えるととても投資はできない。そこで、

クラウドでチャレンジしやすいICT領

域といえるでしょう。

奥山 これまで中小企業としては難

しかった領域にフォーカスしICTをク

ラウドで実現するというのはよい考え

方だと思います。その観点で行くと、

クラウドもそうですが、より効果の見

えやすいものとしては、スマートフォン

やタブレットの活用が挙げられると

思います。

これらモバイル端末の利用とクラ

ウドの組み合わせは親和性が高い

ので、新しく導入するなら、オンプレ

ミスで業務システムを構築するより

も、クラウドを使った方がよいという

のは中小企業には実に自然な選択

肢だと思います。

日野 クラウドが出てきたことで、企

業が選べるICTの幅が広くなりまし

た。パッケージソフトだけでも大変

な数があって選択が大変だったの

が、そこにクラウドが組み合わさって

使い方が一気に増えました。

また、クラウドの活用方法は多種

多様で、パッケージソフトのようにこ

れを入れたからすぐ効果が出たとい

うものではありません。多分、オンプ

レミスで動いているものとのハイブ

リッドな組み合わせをしないと、なか

なかよいものにはならないと思いま

す。そういう意味で、何がよいのかを

きちんと提示できるアドバイザーの

重要性は増していると思います。

司会 新たなICTツールとして、スマ

ートフォン／タブレットは比較的導入

しやすいと言われていますが、中小

企業ではどのような活用方法が効果

的なのでしょうか。

永野 中小企業の経営者は、自ら率

先して顧客先を回ることが多いのが

実情です。他方で、業務に関連する

ことはすべて自らが掌握して判断を

下しています。しかし、それでは社

内に居る時にしか判断や決定はで

きず、生産性の向上とは反対の動き

になっていると思われます。

そこで、スマートフォン／タブレット

を導入することで「外出先でも社内

に居る時と同じスピードで判断、決

裁ができるようにしませんか」という

提案を行います。

当社には中小企業向けのクラウド

型グループウェアサービス「モバイル

グループウェア」があります。どこで

も、スマートフォン／タブレットから最

新の情報にアクセスできるようになり

ます。これと併せて提案しています。

とりあえず使ってみてもらって、ダメな

ら再検討していただければいい。ク

ラウド型ですから、それは簡単にで

きます。

「添付ファイルの書類を外でもしっ

かり見られます」というのが、経営者

の方には一番効果的なアピールだと

思います。今まではフィーチャーホン

でしたので、「見にくいので帰社して

からやろう」でした。スマートフォン

なら随分見やすいですし、添付ファ

イルに修正を加えたいという方には

タブレットを提案するというように、

ニーズによってデバイスを選ぶこと

ができます。

ポイントは事業に関わる経営情報

がどこからでも掴め、直ちに社員に

指示できるという点です。

大輪 私も今、スマートフォンを活用

していますが、社外でもメールや社

員のプレゼンスなどを確認できます

し、Web会議も可能です。また、通

勤電車のなかで新聞も読めます。

お陰で利便性と作業効率がもの

すごく向上しました。最近では、1日

のうちで社内に2時間ほどしか居な

くても、外からでも業務を完遂でき

ると確信できましたので、社内でも

スマートフォン活用を進めています。

次は顧客への、自信を持っての提案

ですね。

奥山 中小企業のトップがスマート

フォン／タブレットを活用すれば、経

営力が大きく向上するということです

ね。まったく同感です。

NECはIP-PBX「UNIVERGE」の、

内線端末としてスマートフォンを利用
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ICTは単なるITではなく
Cがあることに大きな意味があります

中村龍太（なかむら・りゅうた）氏
日本マイクロソフト
パートナーソリューション営業統括本部
クラウドビジネス推進本部
シニアエグゼクティブビジネスディベロップメント
マネージャー

クラウドは中小企業の
ICT導入に対する怖さを軽減します

奥山進（おくやま・すすむ）氏
NEC
第二企業ネットワークソリューション事業部
パートナーシステム部長

中小企業のICT化が遅れているのは
メリットが十分浸透していないからです

大輪堅一（おおわ・けんいち）氏
情報通信設備協会（ITCA）
理事
富士ネットシステムズ
代表取締役社長

座談会

モバイルの積極活用で
経営力が向上



する取り組みを進めています。まだ

テスト導入のお客様が多いですが、

大輪さんのお話のように、場所を問

わずに仕事ができるワークスタイルの

変革を加速できる仕組みですので、

中小企業の少ない人数で最大の効

果を出すということに大きく貢献する

と思っています。

中村 スマートフォンでクラウドを活

用すれば鬼に金棒でしょう。新しい

分野でのICT活用という意味では、

当社ではUC（ユニファイドコミュニケ

ーション）システム「Microsoft Lync」

が挙げられます。

例えば、中国の産業廃棄物処理会

社の事例があります。そこは中国国

内だけでなく、東京や水戸にもリサ

イクル工場を持っており、各工場を

Web会議システムで結ぶために

Lync Onlineを活用しました。

据置型のテレビ会議システムを導

入すると、これまでだと数百万円は

かかっていました。しかし、今回の

事例では、パソコンと1ライセンスあ

たり月額550円を払うだけで、資料共

有が利用できるWeb会議システムが

最大250人まで参加可能な形で実現

できました。

これは今までにないシステムで、

「C」が入ったICTの分かりやすい利

用価値事例として中小企業にアピー

ルできるものだと考えています。もち

ろん、UCですから、必要ならスマー

トフォン／タブレットを端末にするこ

とも可能です。

藤島 不景気になると企業はまず、

交際費、交通費、広告宣伝費、教育

研修費などを削ります。しかし交際

費はともかく、これらのなかでも教

育研修費を切ってしまうとボディブ

ローで後から効いてきます。顧客に

新しいシステムを提案するには、ま

ず自ら導入し、勉強し使ってみるこ

とが重要になります。確かにお金は

かかりますが、実際に利用してみる

と、工事のやり方や使い勝手の良さ、

悪さまですべて分かって、顧客に本

当に迫力のある提案ができるように

なります。

私は毎月、情報通信設備協会の会

員企業である通信系販売店を訪問

していますが、実際にこういう取り組

みをして成功している会社は沢山あ

ります。今後は、不景気のなかでも

そういう積極的な取り組みをしてい

るところと、していないところで、大き

な差がつくとみています。

司会 これまでの討議で、中小企業

にICTが普及するには3つの条件が

あることが分かりました。「安い」「分

かりやすい」「効果が見える」です。

永野さんが指摘されたICTは「高

い気がする」という中小企業経営者

の懸念がありましたが、決して高く

ないクラウドサービスも登場してい

ますし、何よりもその企業にとって

効果を生み出せば決して高くはなら

ないわけです。個々の中小企業に

優れた導入効果を生み出すような提

案を行うことが最も大切であり、そ

れには日本の中小企業の企業情報

通信システムを長年にわたり支え続

けてきた情報通信設備協会の会員

企業が、自らの実体験を反映させた

価値のある新たな提案が大きな鍵

を握っていると思います。

佐々木 この業界は最先端の企業

通信システム構築のビジネスから始

まりました。そのため、ICTの最前

線に絶えず触れていますので、さま

ざまなネットワークや個別サービス

を展開していくうえで、とても有利な

環境にあります。クラウドやスマート

フォン／タブレットといった新しいも

のに取り組んでいくには、世の中に

遅れることはないと思っています。

全国の会員企業には、中小企業の

活性化のためにICT分野において、

今までの経験の中からどのようなサ

ポートができるかを会員自身の経験

則から工夫して欲しいと思います。

協会としましては、「中小企業の

ICT活性化」を旗印に、中小企業に

貢献する取り組みを行っている業界

団体として、内外に広くアピールし

ていきたいと考えています。まず

我々自身が率先して手を挙げ、お任

せいただける団体組織だという信頼

を築いていきます。

中小企業の活性化のために、会

員企業のICT教育支援と企業の能

力基準としての「LAN認定制度」を

有しているITCAのような信頼に足

る団体に、行政にもご理解いただき、

ご支援をお願いしたいと思います。

司会 国や自治体も中小企業向け

に色々な制度を設けていますが、こ

れだけ多くの中小企業のICT普及の

ためには、安心でき信頼できる団体

を活用することが必要不可欠です

し、有効ですね。

奥山 NECはこれまで、企業の音

声コミュニケーションを中心に中小

企業への提案をITCA会員企業とと

もに推進してきましたが、今後はUC

が基盤となりますから、ICTトータル

でメーカーとしてのサポートは惜し

みません。

日野 今後、クラウドのように、ネッ

トワークに乗るソリューションを使

い始めると、お客様にとってそれは

なくてはならないものになり、電話

と同様に使いたい時に使えないと

いうのは許されなくなります。

このインフラを品質よく提供でき、

さまざまな選択肢を効果的に提案で

きる、しかもネットワーク上で活用す

るソリューションやそこで使うデバ

イスを一括で提案できる人が求めら

れるようになります。

そういう意味ではITCAの会員は、

一筋縄ではいかないネットワーク・通

信に長けておられる方々なので、

ICTのすべてを併せ持って提案でき

る状況を進めれば、お客様からすれ

ば非常に歓迎されると思います。

永野 ITCA会員の方々の強みはユ

ーザー企業との長年にわたる強固

なつながりと信頼関係だと思ってい
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クラウドで顧客の選択肢が広がり
アドバイザーの重要性が増しています

日野和麻呂（ひの・かずまろ）氏
オービックビジネスコンサルタント
開発本部
ICTセンター
部長

外出の多い中小企業の経営者に
社外で決裁できる仕組みを提案します

永野斉（ながの・せい）氏
NTTドコモ
法人事業部
第三法人営業部
代理店支援担当部長

座談会

ICTA会員企業とともに
中小企業のICT化に

まず自ら導入して使ってみれば
顧客に対し迫力のある提案ができます

藤島信一郎（ふじしま・しんいちろう）氏
通信コンサルタント
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ます。お客様の業務内容やニーズを

よく把握しておられますし、ユーザ

ーにとっても有線電話からクラウド

まで一番相談したい先になると思い

ます。

私どもも、中小企業にとっての相

談先を明確にすることに取り組んで

いきたいと考えています。相談先と

してはまず我々にはドコモショップ

の法人担当者がいます。それらを踏

まえた上で、それだけでなくITCA

会員会社や支援団体に相談すれば

分かるという仕組み作りのための

お手伝いをしていきたいと考えてい

ます。

中村 マイクロソフトのクラウドサー

ビス「Microsoft Office 365」は、ユ

ーザーが自分でWeb登録してシステ

ムを立ち上げることができるので、

LANを引いたりルーターを設定した

りというITCA会員会社が日々進め

ている仕事よりも簡単です。まずは

これに触っていただき、提案商材に

して欲しいと思っています。

事務機ディーラーもOffice 365を

扱おうとしていますので、ITCAの会

員が扱わないとお客様を奪われる

可能性もあります。触ってもらえば、

今まで通信系ディーラーの方々が持

っていた音声コミュニケーション提

案の付加価値をさらに増大するとい

うことが分かると思いますので、是

非トライしていただきたいのです。

佐々木 私の経験でお話しします

と、マイクロソフトのクラウドサービス

を国内の中堅・中小企業500社以上

に導入したということで、昨年、クラ

ウドの普及分野の世界アワードをい

ただきました。これは、クラウドによ

る総合的な情報ソリューションが、

お客様の情報活用創造展開に有効

であることを示していると思います。

そうした意味で、ITCA会員、な

かでもLAN認定制度を受けている

会員であれば、自信を持って取り組

んでいける、と私は思っています。

藤島 大輪さんはICTを上手く活用

しておられますが、長年ITCA会員

企業の経営者とお付き合いしてきた

私からみて、実にすばらしいことで

あり、まず会員企業がきちんと最新

のICTを理解し中小企業のICT化推

進に立ち上がることだと思います。

大輪 当協会はPBXなど音声系に

強い会員が数多くいますが、スマー

トフォン／タブレットの台頭で、今後

は音声だけではなく情報系も併せた

事業展開、まさにトータルでのICT

の提案力が必要になってきます。

NTTはすでに加入電話網からIP

ネットワーク、つまりフレッツ光への

マイグレーションスケジュールも発表

しています。早晩、アナログ網は廃

止になりますし、今後はPBXの保守

料も減少していくと思います。

佐々木 日本の中堅・中小企業の情

報通信システムを守ってきたITCA

会員各社が今後、何を提案し、どこ

でビジネスを推進していくのかとい

う点でいえば、やはり日本企業の圧

倒的多数を占める中小企業のICT

活用をサポートし、顧客とともに成

長し、日本の経済発展を実現してい

くことを考えていかなければなりま

せん。ICTはこれまでのように、単

にバックヤードの事務処理機械では

なく、フロントヤードに出てきて顧客

拡大、売上拡大につながるものにな

ってきました。企業を活性化し、企

業の成長を推進していくのに不可欠

のツールとなってきています、是非、

ここに目を向けて頑張っていきたい

と思っています。
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土谷宜弘（つちや・よしひろ）氏
月刊「テレコミュニケーション」編集長

座談会

今後はトータルでの
ICT提案力が必要
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グ工事担任者資格取得講座「eLPIT」

の推進

■技術資格認定制度

①IP系基礎技術の習得を目的に実施し

た「LANのネットワーク技術資格認定

研修」終了者を対象に、LAN設計に

関する「情報ネットワークプランナー」

認定試験を実施

②LANのネットワーク設計、配線に関す

る技術力向上を目的とした「LAN実機

トレーニングコース研修」終了者を対

象に、LAN設計のスペシャリストに関

する「情報ネットワークプランナー・マ

スター」認定試験を実施

③情報ネットワークを構築するために必

要な技能・技術力向上を目的として

NPO法人高度情報通信推進協議会が

実施する「iNIP 一般認定試験」および

「iNIP 情報配線施工技能検定」の受

験を支援

■LAN認定制度

情報通信ネットワークの高速化・高度

化に伴い、LAN構築では安心・安全で

信頼ある施工・保守・運用サービスの提

供が求められており、お客様のニーズに

応えるため、企業のLANに関する技術

力・知識力の向上を目的とした「LAN認

定制度」を創設致しました。

詳細は次項でご説明致します。

■会員への情報提供

①情報通信業界や関連団体の動向並び

に新技術、国の施策等を会員に提供

するため、外部講師による講演会・セ

ミナーを実施

②会員相互の情報や設備協会の活動内

容、ICT技術の動向・情報通信業界の

ニュースを、機関誌「ITCA本部協会

報」並びにホームページで提供

③情報通信関連の最新ニュースをメール

マガジン「ITCAニュース」で配信

■事業の展開と支援

①NTTグループ各社やKDDI等の電気

通信事業者とのパートナー契約による

回線コンサルティング事業の展開

②NTT東日本、NTT西日本、NTTコミ

ュニケーションズ、KDDI等との優先

接続に関する事業の推進

③通信事業各社や通信機器メーカーと

連携した情報通信事業の展開

④ITCA版IP電話「ITCA-IP Phone」の

開発・販売による会員事業の拡大

⑤工事・保守時の営業損失を補償する

「ITCAオリジナル賠償責任保険」を提

供

■福利厚生

①情報通信設備厚生年金基金

国の厚生年金のうち老齢厚生年金を

肩代わりし、さらに通信業界独自の年金

を上乗せすることにより、公的年金の補

完と会員企業の退職金制度の充実を図

るため、情報通信設備厚生年金基金を

設立

②休業補償制度（所得保証保険）の実施

当協会は、これらの活動を通じて、通

信業界と会員企業の発展はもちろんの

こと、お客様の企業価値向上にも貢献し

て参ります。
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ITCAの概要

昭和27（1952）年8月の公衆電気通信

法施行に伴い自営制度が認められ、民

間業者によるPBXの施工・保守が可能

となり、これを機にPBXの普及と設備業

界の健全な発展に資するため、昭和28

年（1953）12月に郵政大臣の許可を得て、

「社団法人 全国ピー・ビー・エックス設

備協会」として発足致しました。

以後、下図のような沿革をたどり、現

在は「一般社団法人情報通信設備協会」

（ITCA）として、全国800社の会員ネット

ワークで、お客様のニーズと信頼にお応

えしています。

また、NTTを始めとしたキャリアや通

信機器メーカー等と手を結び、ICT時代

をリードして事業活動を積極的に展開し

ています。

主な事業分野は、以下の2点です。

①LAN/WAN/IP-PBX/IP-Phone/セキュ

リティ機能/複写機等の情報通信設備

トータルネットワークの提供

②光ケーブル/無線LAN/線路ケーブル/構

内ケーブル/電力設備等のインフラ構

築（企画、提案から施工、保守まで）

ITCAの取り組み

現在のITCAの主な取り組みは、「教育

活動」「技術資格認定制度」「LAN認定制

度」「会員への情報提供」「事業の展開と

支援」「福利厚生」の6つになります。そ

れぞれについてご紹介します。

■教育活動

一歩先を行くマルチメディア環境を企

画・提案・実現できる、ICT時代に対応

した高度なスキルを持った人材の育成

を目指しています。

①社会人として必要な日常知識・マナー

を修得させるため「新入社員研修」を

実施

②経営者・管理者の意識・行動を改革

し激動の変革期を勝ち残るため「幹

部研修」を実施

③インターネットやLAN構築に必要な企

画・設計・施工・保守の知識技能を修

得させるため、「CCNA資格取得研修」

「LAN・ネットワーク技術資格認定研

修」「LAN実機トレーニングコース研

修」「工事担任者資格取得研修」など

を実施

④インターネットで受講できるeラーニン

（社）全国ピー・ビー・エックス
設備協会を設立 

（社）全国電話設備協会 
に名称変更 

建設業法第27条33項に 
より建設大臣に届出

NTTグループ・KDDI等のキャリアや
メーカー等とパートナー契約を締
結し、共同推進事業がスタート

私的独占禁止および公正取引
の確保に関する法律第8条2項
により公正取引委員会に届出

IT時代の要求に応え
技術資格認定制度を
発足。認定試験開始

総務省の「u-Japan政策」を推進
するため情報通信フェアを開催

会員企業の価値向上を図
るため「LAN認定制度」を
創設

一般社団法人へ移行 

（社）情報通信設備協会に
名称変更 

NTTの民営化に伴い郵政省の指示
を受け、NTTと設備協会で公正取
引確保のための連絡会を設置
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情報通信設備協会は、情報通信設備に関する調査研究を行い、会員の技術修得・
お客様へのサービスの向上を図り、公正かつ自由な活動を通して、業界・会員の
発展とお客様の利便性向上に努めています。“ニーズに応えるICTソリューショ
ン”、それが私たちのテーマです。

中小企業の方々のICT化を推進し
企業価値の向上を目指します
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合種、DD第1種」の資格を持つ工事担

任者で、日本データ通信協会の「情報通

信エンジニア＜ビジネス＞」の資格を持

つ社員、およびITCAの「情報ネットワー

クプランナー・マスター」の資格を持つ

社員の在籍が認定の適合条件となりま

す（図表1）。

認定申請の手続き

ITCAの会員各社は、LAN認定の適

合条件を満たす資格者証等の必要書類

を添え、各地方本部へ申請します。協

会で内容を審査のうえ、認定企業とし

て「認定証、プレート」を交付します（図

表2）。

認定期間は1年で、毎年の更新申請

手続時に初回認定の申請と同様、更新

認定証書を交付します。

各資格について

工事担任者資格 AI・DD総合種、DD第1種

この国家資格は、総務省がIP化の進

展にあわせて、工事担任者規則等を

2005年に改正した時に創設された資格

で、IP技術や新サービスを充実して、情

報セキュリティの技術・設計および完全

管理の内容が加えられました。

資格は年2回実施される「工事担任者

試験」、またはeラーニング「eLPIT研修」

と試験により取得することができます。

日本データ通信協会

電気通信国家試験センター

（http://www.shiken.dekyo.or.jp/）

情報通信エンジニア＜ビジネス＞

日本データ通信協会が2006年に開始

した、AI・DD総合種、DD第1種の工事

担任者資格取得者を対象に資格を与

え、さらに高度な新技術を「情報通信エ

ンジニア・新技術セミナー」により提供

します。資格有効期限を1年として、毎

年の更新時には教材による最新の技

術・知識等の研修を受け、レポートを提

出します。

日本データ通信協会

（http://www.dekyo.or.jp/engineer/）

情報ネットワークプランナー・マスター

ITCAが2000年に開始した「情報ネッ

トワークプランナー」資格制度に加え、

2007年に開始したLAN・ネットワーク設

計、配線に関する技術について、高度

な知識を実機研修により習得する

「LAN実機トレーニングコース研修」を

受講し、資格試験に合格した方をスペ

シャリストとして認定します。

ITCA（http://www.itca.or.jp/qualifica-

tion/index.html）
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LAN認定制度の目的

「LAN認定制度」は、会員各社のLAN

に関する技術・知識と実践力を、情報

通信設備協会（ITCA）が認定する制度

です。

企業では通信システムと情報システム

との融合が進んでおり、構内ネットワー

クシステム（LAN）の高速化によって、音

声情報・データ情報、さらに映像情報の

各メディアが統合され、新しいサービス

が提供されようとしています。そうしたな

かで、LANの構築は、お客様から安

心・安全で信頼のある施工・保守・運用

サービスを提供できるものでなければな

りません。

LAN認定制度は、これに応える目的で

立ち上げたもので、「LAN工事はITCA

会員に頼めば安心」ということを定着さ

せることを最大の目標としています。

「会員各社」というように、個人ではな

く、法人を認定する点がこの制度のポイ

ントです。工事は個人ではなく、法人対

法人の契約で行われることがその理由

で、LAN工事を依頼された会員企業が

高い技術を持っているという「証」とする

ものです。

2012年3月末現在で70社の会員が認

定を受けており、早期に100社まで増や

したいと考えています。

認定の適合条件

認定の適合条件は、LANに関する最

新かつ高度な技術と知識を持ち、しか

も、実機でトレーニングした実践力のあ

る工事担任者が会員各社にいることが

条件となります。すなわち、このLAN認

定は「実践と知識の両面を考慮した認

定制度」ということが言えます。

具体的には、会員各社に「AI・DD総

・LAN実機講習（2日）
・認定試験

・LAN技術
・ネットワーク設計
・配線技術講習（2日）
・認定試験

・ネットワーク概論 
・端末設備技術 
・情報セキュリティ対策 等 
（講習／レポート提出） 

・ネットワーク概論 
・端末設備技術 
・情報セキュリティ対策 
（講習／レポート提出） 

情報通信設備協会 

情報ネットワーク 
プランナー・マスター 

情報ネットワーク 
プランナー 

適合対象外資格 

日本データ通信協会 

情報通信エンジニア 
＜ビジネス＞ 

情報エンジニア 
＜ホーム＞ 

国家資格 

AI・DD総合種
DD1種

DD2種
DD3種

AI第1種
AI第2種
AI第3種

有
資
格
者
の
在
籍 

会
員
各
社 

情
報
通
信
設
備
協
会 

 

〔実践と知識の両面を考慮した認定〕 

「LAN認定制度」は、お客様へ安心・安全で信頼ある施工・保守・運用サービスを
提供することが目的です。そのためにITCAが会員会社のLANに関する技術・知
識と実践力を認定します。認定期間は1年で、信頼性を維持するため、毎年更新
申請手続きを行います。

お客様に安心・安全で信頼ある
LAN工事を提供します

図表1 認定の適合条件

・申請書 
・在籍証明書類（健康保険被保険者証の写等） 
・情報ネットワークプランナー・マスター認定証（写） 
・情報通信エンジニア＜ビジネス＞認定証（写） 

情報通信設備協会 会員各社 

会員在籍等の確認 

情報ネットワークプランナー・マスター 
認定者等の確認 

認定証・プレートの交付 

照合結果の回答 情報通信エンジニア＜ビジネス＞認定者の照合 

LAN認定証

○○株式会社

ITCA

申請 

照会 

通知 

回答 

情報通信設備協会 

日本データ通信協会 

② 本部 

① 地方本部 

図表2 認定申請の手続き




